平成２7年度　学校事務（事務長）研修会記録
1. 研修目標
「私学事務管理職の問題意識等の向上を図る」
2. 期　　日
平成27年7月9日（木）～10日（金）
3. 会　　場
「ふじのくに千本松フォーラム」
4. 参加者数
33名
5. 日　　程
第1日目　講演「会計基準改正に伴う予算編成及び計算書からの財務


分析の手法について」講師　齋藤力夫氏


分科会「講演内容について」


第2日目　講演「労務管理の留意点」　講師　社会保険労務士曽田事


務所　所長　曽田究氏


分科会「労務管理、学校事務全般について」
6. 講演内容
【第1日目】
「会計基準改正に伴う予算編成及び計算書からの財務分析の手法について」
講師　　齋藤　力夫氏
学校法人会計基準改正と私学をめぐる近況について資料編
学校法人の現況について18歳人口と高等教育機関への進学率等の遂行
18歳人口は、平成21～32年頃までほぼ横ばいで推移するが、平成33年ごろ減少することが予想される。高等教育機関への進学率は、ここ数年頭打ち。
私立学校の経営状況について入学定員充足率高等学校では100％未満の高等学校の割合は71.7％から71.1%に減少している。
私立学校法の改正について平成26年4月2日から｢私立学校法の一部を改正する法律｣が施行されることとなった。
経理規定の具体的作成については例を見て説明あり。
学校法人会計基準の一部を改正する省令が平成25年に公布され、平成27年度(都道府県知事所轄学校法人は平成28年度)会計処理及び計算書類の作成から適用されることとなる。
改正の概要について資金収支計算書の中に活動区分資金収支計算書が入り、消費収支計算書から事業活動収支計算書に変わる。
新会計基準により計算書類作成の全体像につて大科目は、該当がなくても必ず新基準の別表に基づき記載しなければなりません。しかし、小科目については自由に設定または削除することができる。
資金収支計算の進め方についての活動区分資金収支計算書に関する調整勘定等の注記事項の説明があった。
活動区分資金収支計算書には、3つの区分に分かれる。教育活動による資金収支、施設整備等活動による資金収支、その他の活動による資金収支です。3つ活動でそれぞれ収支が計算される。
リース対象資産の減価償却額は、所有権移転ファイナンス・リース取引に係るものについては自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法により算定し、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るものについてはリース期間を耐用年数として残存価格をゼロとして算定する。　　
事業活動収支計算書と貸借対照表計算の進め方について、
事業活動収支固有の取引の処理についての具体的なものは、不動産売却収入については資産処分差額を計上する。現物寄付として機器整備、図書、不動産を適正価格で評価し、｢現物寄付｣という科目を新たに計上する。建物除却差額、備品廃棄差額等、資産の処分損を計上する。減価償却を計上する。退職給与引当金を計上する。徴収不能引当金または徴収不能額を計上する。販売用品、貯蔵品等の在庫の調整を行う。基本金組入額または取崩額を計上する。当期の収支差額を算定する。
減価償却の計算の仕方については、｢定率法｣または「定額法」があり学校法人では計算の簡便性等を考慮して定額法に統一した。個別償却には減価償却資産を1点ごとに償却計算を行う方法である。一括償却には「総合償却」または「グループ償却」がある。基本金会計の仕組みについて、基本金は学校会計の資産維持のために継続して保持するものである。
基本金の取り崩しは、諸活動の廃止や、経営の合理化、将来計画等の見直しなど一定の要件に該当し、教育の質的水準の低下を招かない場合には認められる。




記録　加藤学園暁秀中学高等学校　事務長　石井 要
【第2日目】
「労務管理の留意点」～時間外労働・非正規雇用・定年延長・監督署是正勧告等への対応～
　　　　　　　講師　社会保険労務士　曽田事務所　所長　曽田　究氏
配布資料　「私立学校の労務管理の留意点」のレジュメおよび資料編
　　　　講演内容（概要）　9：30開始
　　　　・労務トラブルの状況について

　都道府県別労働相談数、紛争解決システム等労働におけるトラブルについて

　説明があった。特に学校法人においては、監督署の「来署通知書」「是正勧告書

　」など実際の通知を基に詳細な解説があった。
　　　　・労働基準法について
　　　　　労基法第38条の3（専門業務型裁量労働制）、労基法32条（労働時間）、労
　　　　　基法第36条（時間外及び休日労働）、労基法第34条（休憩）について説明が
　　　　　あり、特に労働時間における「黙示の指示による残業」「変形労働時間」「勤
　　　　　務パターン」「教職調整額等」につい詳細な解説があった。　　　　　　　　　

・改正労働契約法について
　
　無期労働契約への転換、「雇止め法理」の法定化、不合理な労働条件の禁止に
　　　　　ついて説明があり、特に時限の迫った無期労働契約については、労働省の資
　　　　　料により、しくみや通算契約期間の計算（クーリング）雇止めの条文化につ
　　　いて解説があった。また、非常勤講師の雇用契約書、年間勤務カレンダー、常勤
　　　講師等就業規則についても様式例により説明があった。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記録：静岡北中学高等学校　事務長　氏原秀之
以上
